








１．は じ め に
(１) 問題の所在
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(４) 神崎克 ｢銀行の取締役が融資の決定をする際の善管注意義務｣ 金融






















































すなわち, 取締役が他者を信頼したことが強力な免責 (抗弁) 事由となり
得ると考えるのであれば, それは ｢権利｣ と呼ぶべきものであろうし, そ
うではなく, 善管注意義務違反の有無を審査するための要素にすぎないと




















法と政治 69巻 4号 (2019年 2月) 5(657)
(７) 畠田・前掲書45頁および4950頁を参照。
(８) 本稿で参照した刑法上の信頼の原則に関する資料としては, 西田典之
ほか編・注釈刑法 (1) (2010) 580頁〔上嶌一高], 大塚仁ほか編・大コン
メンタール刑法 (3) [第３版］(2015) 335頁〔神山敏雄], 橋爪隆 ｢過失
犯の構造について｣ 法学教室409号 (2014) 110頁, 118頁以下, 深町晋也





















｢本件のように, ……自動車が, 再び始動して時速約 5 kmの低速 (歩行
者の速度) で発車進行しようとする際には, 自動車運転者としては, 特別
な事情のない限り, 右側方からくる他の車両が交通法規を守り自車との衝
突を回避するため適切な行動に出ることを信頼して運転すれば足りるので




























































































て, 一酸化炭素中毒, 転倒, 転落等により死傷者が多数生じた。デパート
経営会社の代表取締役Ａ (のちに死亡), 常務取締役Ｂのほか, 取締役人
事部長Ｃ, ３階の売り場課長Ｄ, 従業員Ｅが業務上過失致死傷罪で起訴さ
れたが, 最高裁は, 原判決を破棄して, Ｃ, Ｄ, Ｅについて無罪とした。
＜判旨＞
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(13) 最判平成３年11月14日刑集45巻 8 号221頁。






































10(662) 法と政治 69巻 4号 (2019年 2月)
(14) 以下の記述は, 深町・前掲注(８)115頁以下を参考にした。
刑法学説において, 信頼の原則の正当化根拠として最も有力に主張され










































































重視する (修正) 旧過失論の立場をとり, 後者は予見可能性があることを
前提として結果回避義務の内容に重点をおく新過失論の立場をとる。
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監視・監督義務を負っている。監視義務違反が問題となる場合における信
頼の原則は, このように監視義務を負う取締役が, その善管注意義務の履
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(17) 国際基準に準拠する品質管理システムをいう。QMSによれば, 新銘
柄の開発は, ①開発計画書の作成承認, ②サンプル試作, ③ユーザー評価,
④企業化の検討, ⑤ユーザー評価, ⑥開発完了報告, などのプロセスを経
て行われる。
設けることとした。そして, 平成13年８月当時の QMSにおいては, 品質
保証室長が, 四日市工場長に対し, 四日市工場内における製品の開発, 生
産, 管理, 搬出が QMSに沿って実施されているかを報告し, 四日市工場
長がこれに基づいて品質体制の是正・改善を行うなどによって, 製品の開
発, 生産を担当する取締役の職務執行に対する監視がされることとなって
































































18(670) 法と政治 69巻 4号 (2019年 2月)
年３月の取締役会でデリバティブ取引からの完全撤退を決定した。デリバ
ティブ取引によりＰ社が被った最終損失額は合計約533億円となった。
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守行動を期待することは妥当でない。また, 信頼の原則を相当因果関係の
みの問題として理解することにも躊躇を覚えるところである。
そうすると, 会社法の領域においても, やはり ｢許された危険｣ の考え
方が最も有力な正当化根拠になりうると考えられる。すなわち, 企業活動
は, つねに株主の利益や社会的利益を侵害する危険をともなうものである


















て, 会社法など民事法の場合は, 金銭賠償責任の問題であるうえ, 善管注
論
説




(21) 横田裕美 ｢信頼の原則の民事上の適用に関する一考察｣ 学習院大学大
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(24) 伊勢田道仁・内部統制と会社役員の法的責任 (2018) 121頁を参照。
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たとえば, 前出の石原産業事件では, ｢Ｘ社は, 規模が大きく, 生産する
製品が多岐にわたっていることから, 前記……のとおり, 製品の品質を確
保するために QMSを含む品質マネジメント・システムを設けることとし
た。そして, 平成13年８月当時の QMSにおいては, 品質保証室長が, 四














































取締役が, その善管注意義務の履行として, 業務執行者 (他の取締役, 従
業員など) の行為をどこまで信頼して良いか, ということにほかならない｡
信頼の原則の正当化根拠としては, 会社法の場合にも, ｢許された危険｣
の考え方が妥当する｡ この原理は, 企業活動の維持を根拠として, 取締役
に対し業務執行者のあらゆる任務懈怠に対処するだけの高度な結果回避措
置を要求するのは不合理であるとし, 一定の範囲で結果回避義務を軽減す
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さらに, 適用の前提条件としては, ①株主総会, 取締役会, 監査役等の
株式会社の諸機関が法の趣旨に従った監視機能を十分に発揮できるような
組織と権限分担が整っていること, ②業務執行取締役や業務担当者として
適正な者を選任したこと, ③業務執行者の監督のため (平常時の) 内部統
制システムが確立されていること, が取締役・監査役の信頼の原則が認め
られるための前提条件となる。これに対して, 業務執行者の義務違反的行
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The Reliance Doctrine
in the context of Corporate Director’s Duty to Oversee
Michihito ISEDA
As it is unrealistic to require directors to confirm the actual implementa-
tion status of all the company’s business operations themselves, naturally,
directors’ trust in other directors and employees must be legally recognized.
Such a way of thinking is called the reliance doctrine or the director’s right
of reliance. It is a legal principle that has been considered practically in the
scrutiny of the violation of duty of care of a director. In this paper, based on
the recognition that the significance of the reliance doctrine in the Company
Law differs considerably between the case where the error of business judg-
ment becomes a problem and the case where the violation of monitoring ob-
ligation becomes a problem, in the latter case I focused and discussed it
here.
After reviewing the basis of the reliance doctrine in the criminal law and
the scope of its application, I examined the reliance doctrine in the Company
Law, using the case and theory of our country as a material. In particular, I
attempted to organize related concepts centering on the relationship be-
tween the reliance doctrine and the internal control system. As a result, it
seems that there is no reason to over-emphasize the reliance doctrine in
case that the monitoring obligation violation becomes a problem. Although
it is useful for determining the objective action rules of directors, it is simply
a guiding criterion that judging the adequacy of their reliance should be
taken into consideration when judging the violation of duty of due care of a
prudent director.
